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・（行政改革）業務の効率化
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和歌山県田辺市

森林の集積・集約化

森林経営管理制度に基づく森林整備の推進

森林環境譲与税の取組事例集（令和２年10月）

団体の属性 一般市

事例№ 1139

公表年度 R2



□ 事業内容
１ 意向調査準備業務

• 市町村合併前の旧４町村から各1地区ずつ対象地区を選定し、それ
ぞれの地区に精通した林業事業体に、森林及び森林所有者の情報等
の精査業務を委託。令和2年度には意向調査を実施。

業務内容：登記情報精査、現在所有者・施業履歴情報の追加

【事 業 費】10,087千円（全額譲与税）

【実 績】意向調査準備業務対象筆数 約 3,000筆、1, 800ha

２ 経営管理権集積計画策定業務

• 森林所有者からの申し出により経営管理権集積計画を策定。令和2
年度には森林環境譲与税を活用し間伐等を実施。

【事 業 費】０千円（市職員により実施）

【実 績】経営管理権集積計画策定件数 6件

経営管理権集積計画策定面積 計 20ha

➢ 木材価格の低迷による森林経営意欲の低下等により、手入れ不足の人工林が増えており、土砂災害等の増加が懸念されている。そのた

め、田辺市では、森林経営管理制度を活用して森林整備を進め、災害に強い山づくりを推進していく。

➢ 令和元年度においては、以下の取組により、森林経営管理制度の取組を推進。

• 意向調査の準備業務を、地域の森林に精通する地元林業事業体へ委託して実施。林業事業体の持つ所有者情報や施業履歴を反映した

意向調査対象者リストを作成した。この結果をもとに、令和2年度には意向調査を実施する。

• 森林所有者からの申し出により、６件、計20haの経営管理権集積計画を策定した。令和2年度には間伐等の森林整備を実施する。

和歌山県 田辺市（森林経営管理制度に基づく森林整備の推進）森林整備

①令和元年度譲与額 105,714千円

②私有林人工林面積（※１） 49,663ha

③林野率（※２） 88.0％

④人口（※３） 74,770人

⑤林業就業者数（※４） 369人

（事業2：経営管理集積計画） （事業２：森林現況調査）

□ 事業スキーム

２ 経営管理権集積計画策定業務

１ 意向調査準備業務

□ 工夫・留意した点

• １の事業においては、その後の経営管理集積計画策定や森林
整備を見越し、地籍調査完了地を対象地区として選定した。

• ２の取組においては、市主体で早期の森林整備につなげられ
るようにするため、林業経営に適さない森林を対象として経
営管理集積計画を策定した。

委託市 地元林業事業体

市森林所有者
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経 営 管 理 権 集 積 計 画

経営管理権の設定を受ける市町村（乙）
　和歌山県田辺市長　真砂　充敏 　和歌山県田辺市新屋敷町１番地

経営管理権を設定する森林の森林所有者
（甲） 　松平　司 　和歌山県田辺市明洋二丁目６番

集
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木材の販売による収益から伐採等
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ない。
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乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ）

2 同上 1052 105 イ

12

◇ 基礎データ

※１：「森林資源現況調査（林野庁、H29.3.31現在）」

※２：「2015農林業センサス」 ※３，４：「H27年国勢調査」 63


